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（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
当期包括利益

合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 22,329 9.1 493 - 472 246.1 349 176.5 244 △11.5

2024年３月期 20,467 15.9 41 △97.1 136 △90.2 126 △87.5 276 △72.3

基本的１株当たり
当期利益

希薄化後
１株当たり当期利益

資本合計
当期利益率

資産合計
税引前利益率

売上収益
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 27.40 27.38 6.0 4.1 2.2

2024年３月期 9.71 9.71 2.1 1.2 0.2

（参考）持分法による投資損益 2025年３月期 -百万円 2024年３月期 -百万円

資産合計 資本合計 資本合計比率 １株当たり資本合計

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 11,778 5,808 49.3 454.95

2024年３月期 11,527 5,934 51.5 464.84

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 1,211 △49 △923 4,014

2024年４月期 584 △100 △1,187 3,776

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向 資本配当率
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 - 0.00 - 31.00 31.00 395 319.3 6.5

2025年３月期 - 0.00 - 32.00 32.00 408 116.8 7.0

2026年３月期（予想） - 0.00 - 33.00 33.00 52.7

１．2025年３月期の業績（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）１．2025年３月期の営業利益の対前期増減率は、1,000％を超えるため「-」と記載しております。
　　　２．当社は2024年11月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式会社メンバーズエナジーを吸収合併

したことに伴い、非連結決算に移行しました。そのため、当期は組織再編後のIFRS個別決算の数値、比較情報
は組織再編前の従来のIFRS連結決算の数値を掲載しております。以下の（２）財政状態、（３）キャッシュ・
フローの状況、２．配当の状況ならびに、３．2026年３月期の業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）
も同じです。

（２）財政状態

（３）キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況



（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
基本的１株当たり

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 11,366 9.5 △50 - △60 - △40 - △3.13

通期 24,318 8.9 1,214 146.2 1,194 152.5 800 128.7 62.66

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期 13,421,700株 2024年３月期 13,421,700株

②  期末自己株式数 2025年３月期 654,871株 2024年３月期 654,512株

③  期中平均株式数 2025年３月期 12,766,846株 2024年３月期 13,028,540株

３．2026年３月期の業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

１．上記の業績予想は、IFRSに基づき予想値を算出しております。
２．「基本的１株当たり当期利益」は、2025年３月期の期中平均株式数12,766,846株に基づいて算出しております。

※  注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（２）発行済株式数（普通株式）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料における業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な

要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項

等については、添付資料「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況　および（４）今後の見通し」をご覧

ください。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）

決算補足説明資料は2025年５月14日（水）に当社ウェブサイトに掲載いたします。
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１．経営成績等の概況

当社は2024年11月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式会社メンバーズエナジーを吸収合併した

ことに伴い、非連結決算に移行しました。そのため、当期は組織再編後のIFRS個別決算の数値、比較情報は組織再編

前の従来のIFRS連結決算の数値を掲載しております。

（１）当期の経営成績の概況

・経営成績に関する経営者の説明および分析

地球温暖化が引き起こす気候変動問題に対し、第28回国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP28）では、二酸

化炭素などの温室効果ガス排出を2019年対比で2030年までに43％、2035年までに60％削減する必要があることが

示されました。

世界的に脱炭素化の重要性は高まっており、我が国においては2050年に温室効果ガス排出を実質ゼロにするカ

ーボンニュートラルに向け、2013年度比で2035年度に60％、2040年度に73％の温室効果ガス削減目標を掲げてい

ます。目標達成に向け、2023年２月には「GX実現に向けた基本方針」が策定されエネルギー安定供給確保、経済

成長、脱炭素を同時実現するためGX（※１）の取組みが日本で始動しています。また2025年２月には、国際情勢

の不安定化や電力需要の拡大などの不確実性の高まりを背景に、脱炭素や産業政策の中長期的な方向性を示す

「GX2040ビジョン」が策定されました。企業はGXを成長の機会と捉え、持続的な価値創造を実現するためにデジ

タルを活用し、組織構造やビジネスモデルそのものを抜本的に脱炭素型・社会課題解決型へと変革させることが

求められています。

国内DX（デジタルトランスフォーメーション）市場は企業のDX投資の活況を背景に2023年度４兆5,309億円（実

績）から2030年度には９兆2,666億円に拡大すると予測されています（株式会社富士キメラ総研 2025 デジタルト

ランスフォーメーション市場の将来展望 市場編、2025年３月７日発刊）。

一方、企業がインターネットやデジタルテクノロジーに精通したクリエイター人材を自社で採用・育成するこ

とは難しい状況であり、人材不足が企業のDX化を阻む大きな壁となっています。DX動向2024によると、日本企業

の８割以上が、DXを推進する人材は質・量ともに不足していると回答しています。特に、人材の質ないし量が

「大幅に不足している」と回答した割合が前年度と比較し増加しており、DX化が進む中で人材不足は深刻化して

いると言えます（独立行政法人情報処理推進機構　DX動向2024、2024年６月27日発行）。

このような状況において当社はミッション「“MEMBERSHIP”で、心豊かな社会を創る」を掲げ、顧客企業への

DX現場支援を通じGXを実現させ、顧客企業とともに経営スタイルやマーケティング活動、サービスおよびプロダ

クトを「地球と社会を持続可能なもの」へと転換させることを目指しております。

＜事業の概況＞

2024年４月より、顧客企業のDXニーズに合わせ、各本部および専門カンパニーを「制作／UIUX」「デジタルマー

ケティング」「デジタルサービス開発」「データ活用支援」の４つの事業領域に再編しました。各事業領域におい

ては、様々な専門スキルを持ったデジタルクリエイター（以下、「DC」という。）が３名以上で顧客専任チームを

編成し、顧客企業のDXプロジェクトの現場を顧客とともに実際に手を動かしながら改善する伴走支援型モデル

「Digital Growth Team（以下「DGT」という。）」を提供し、顧客企業一社あたりの取引規模拡大を図ります。

加えて2024年４月より、「中期的な成長に向けた戦略」に基づき事業を推進しており、2025年３月期は、2027年

３月期までに高収益ならびに高成長率体制を実現するべく、その土台を固めるための初年度と位置付け、事業基

盤を再構築してまいりました。

＜決算の概況＞

当事業年度の売上収益は22,329百万円（前期比9.1％増）、営業利益は493百万円（前期比1,082.0％増）、税引前

利益は472百万円（前期比246.1％増）、当期利益は349百万円（前期比176.5％増）となりました。

売上収益は前期比9.1％増、重要指標としている付加価値売上高（売上収益から外注・仕入を差し引いた社内リ

ソースによる売上高）は21,277百万円（前期比10.8％増）となり、ともに過去最高を更新しました。高付加価値

であり高い需要が見込まれるDX領域においてプロダクト・サービス開発やデータなどの専門カンパニーやPMO（※

２）サービスを中心に人材育成ならびに営業体制を戦略的に強化し、Web運用領域からDX領域へ事業領域の転換を

進めてまいりました。これにより、当事業年度におけるDX領域の付加価値売上高成長率は前期比30.8％増と高成

長を継続し、全社の付加価値売上高に占めるDX領域の比率は前年同期比5.5ポイント増の41.5％と順調に拡大しま

した。

付加価値売上高の成長率に対し採用抑制により人員増加率は低水準で推移した一方、期末に決算賞与を0.6億円

支給したことにより、当事業年度における売上総利益率は20.9％（前期比0.1ポイント減）、決算賞与支給前の売

上総利益率は21.2％と前期比で改善いたしました。また、中途採用の抑制などコストコントロールを徹底したこ

とで、売上収益に対する販売費及び一般管理費の比率は18.7％（前期比2.1ポイント減）、営業利益は通期業績予
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KPI 実績値

・新卒１、２年目を除くDCの稼働率

・売上総利益率

・85.4％（前年同期比1.0ポイント低下）

・20.9％（前期比0.1ポイント低下）

KPI 実績値

・DGT一社あたり付加価値売上高

・年間売上収益１億円以上の取引社数

・3,150万円（前年同期比2.7％減）

・55社（前期末比９社増）

想（400百万円）を上回る493百万円と収益性が大幅に向上し、2026年３月期以降の更なる収益性回復に向けた道

筋をつけることができたと考えております。

「中期的な成長に向けた戦略」で掲げる当事業年度における主要戦略およびKPIの進捗は下記の通りです。な

お、今後の取組みにつきましては、「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」に詳細を記載しております。

１．収益性の回復・高収益事業の確立

2024年４月に新卒社員が411名入社しましたが、2025年以降は新卒社員の採用数を付加価値売上高の成長率の範

囲内に抑制し、人材ポートフォリオにおける新卒割合の改善を図ります。併せて、利益重視のマネジメントを徹

底し、稼働率が適切な水準になるまで中途採用の抑制や人員配置の最適化などにより新卒１、２年目を除くDCの

稼働率向上に最注力し、未稼働人材を解消いたします。それらの取組みにより売上総利益率を改善し収益性を回

復することで、営業利益率を段階的に５％、10％と高めてまいります。

当事業年度末におけるDC数は2,627名、前期末比145名増（増加率は5.8％）、新卒１、２年目を除くDC数は1,728

名、前期末比263名増（増加率は18.0％）となりました。KPIである新卒１、２年目を除くDCの稼働率は85.4％と

なり前年同期比で低下したものの前四半期比で3.3ポイント改善いたしました。

稼働率の改善が道半ばである一方、DX領域の拡大等による売上単価の向上ならびにコストコントロールの徹底

に取り組み、当事業年度における売上総利益率は20.9％（前期比0.1ポイント低下）となりました。付加価値売上

高成長率の改善およびコスト抑制により通期業績予想を超過達成する見通しとなったことを勘案し、従業員に対

し決算賞与を支給したことを考慮すると売上総利益率も改善傾向にあり、筋肉質な組織体制への転換は順調に進

捗しております。

当事業年度において利益重視マネジメントを徹底したことにより収益性回復の道筋をつけられたと考えてお

り、営業利益率目標（2026年３月期に５％、2027年３月期に10％）に向け、収益性の回復は順調に進捗しており

ます。引き続きコストコントロールを徹底するとともに、新卒１、２年目を除くDCの稼働率の改善を重要課題と

して取り組んでまいります。

２．高成長事業の確立

上記施策と並行し、以下２点を強力に推進することで、付加価値売上高成長率20％超へと中期的に引き上げを

図ります。

①サービス戦略の抜本的強化

顧客企業のDX支援領域として「制作／UIUX」「デジタルマーケティング」「デジタルサービス開発」「データ活

用支援」の４つの事業領域で、当社の強みを築き上げるサービスを明確にすると同時に事業領域内でのクロス

セルにより主力顧客へのサービスを進化させ取引拡大につなげます。主要顧客に対しては事業領域を跨いだア

カウントマネジメントを強化し、既存の顧客企業一社あたり売上収益の最大化を強力に推進していくことによ

り、年間取引額１億円以上を基準とした大口取引社数を増加させてまいります。

上記方針に基づき、Web運用領域が中心であったDGT上位50社の顧客企業に対し、データ活用支援やプロダク

ト開発、PMO等のDX領域サービスのクロスセルに注力した結果、全社の付加価値売上高に占めるDX領域の比率は

41.5％（前期比5.5ポイント上昇）と着実に拡大しました。また、当第４四半期会計期間におけるDGT上位50社

の一社あたり付加価値売上高は7,158万円（前年同期比1.8％増）、当事業年度末における年間売上収益１億円以

上の取引社数は55社、前期末比９社増と順調に拡大しました。

なお、当事業年度における専門カンパニーの付加価値売上高は7,083百万円、前年同期比36.6％増と引き続き

高い成長を継続しております。

更なる顧客企業一社あたりの取引規模拡大に向けアカウントマネジメントを強化し、引き続き顧客企業の投

資需要が見込まれるAI・データ活用支援やプロダクト開発などのDX領域を中心にクロスセルを進めてまいりま

す。
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KPI 実績値

・売上単価

・PMO人材数

・912,681円（前年同期比3.5％増）

・358名（前期末比291名増）

②顧客企業のDX内製化伴走支援ポジションの獲得

顧客企業のDX内製化の取組みが大きく進む中で、当社はこれまで「実行運用」フェーズに集中してサービス

を提供してまいりましたが、今後はこれまで培ってきたUIUXデザインやアジャイル開発などによるデジタルビ

ジネス成果向上支援の強みを活かしつつ、顧客企業のDX投資効果最大化の実現に貢献するために、「実行企画・

推進」フェーズにおけるサービスにより注力し、各段階においてDCが顧客企業に伴走支援する体制へとポジシ

ョンを転換します。これを実現するべく、プロジェクトの進行、品質および予算管理、チームの人材調整など

のプロジェクト全体のマネジメントを行うPMO人材の育成を強化します。従来のデジタルの専門技術育成のみな

らず、ビジネススキルやコンピテンシーの育成も強化し、業界一、顧客企業の現場改善に伴走できるDX人材を

数多く輩出することを目指します。

売上単価は、Web運用領域と比較し単価の高いUIUXやプロダクト・サービス開発、PMOサービス等を中心とす

るDX領域の売上構成比が高まったことにより前年同期比で3.5％増加しました。特に、新卒１、２年目を除くDC

の売上単価は前年同期比7.2％増と順調に向上しております。

また、注力していたPMO人材育成においてPMO人材数は358名（前期末比291名増）と、2025年３月期末の目標

であった120名を大幅に上回り、当事業年度におけるPMO専門カンパニーの付加価値売上高は前期比56.0％増と

順調に拡大しました。

これらのポジション転換に向けた取組みにより顧客企業のNPS（※３）は大幅に改善していることから、当社

のDX現場支援のサービスポジションが顧客企業からの支持を得ていると考えています。今後はUXデザイナーや

マーケティングDX人材など顧客企業の現場から伴走支援するDX人材の育成を強化し、DX領域への転換を加速さ

せます。また、DCが自主的に学び続けられる環境を整備し顧客企業の現場支援におけるノウハウの蓄積・活用

を進めることにより、PMO・DX人材の稼働を推進し売上単価の向上を図ります。

３．将来への投資

当社のミッションおよびビジョンの実現に向けて更なる成長を目指すべく、脱炭素DX（※４）事業の確立と脱

炭素DX人材の育成に取り組み、顧客企業のサステナブル経営に向けた基盤確立を支援してまいります。

当事業年度における脱炭素DXカンパニーの付加価値売上高は前期比147.9％増と大幅に拡大しました。気候変動

の影響や国際情勢によりGX市場は急速に拡大し、GXリテラシーとデジタルスキルを兼ね備えた脱炭素DX人材のニ

ーズは加速度的に高まると予想しております。今後３年で脱炭素DX人材1,000名の育成・輩出を目指します。

上記の通り、当事業年度においては新卒・中途採用の抑制をはじめとするコストコントロール等の利益重視マ

ネジメントに加えて、DX領域への転換による売上単価向上、新卒１、２年目を除くDCの稼働率の引き上げに最注

力した結果、先行投資フェーズから収益化フェーズへの転換が当初計画以上に進捗しました。

付加価値売上高成長率は、Web運用領域の成長率鈍化に対しDX領域の高成長が継続していることから改善傾向に

あり、2027年３月期に高収益・高成長事業を確立するため、2026年３月期は成長率を引き上げるべくDX人材育成

ならびに顧客企業のDX内製化を伴走支援するポジションの確立を推進し、DX領域への転換を一層加速させてまい

ります。

なお、当社では事業特性上、第２、第４四半期に売上および利益が増加する季節性が存在するものの、顧客企

業のDXプロジェクトの内製化を伴走支援するための人材提供型サービスの割合が増加したことにより、四半期毎

の季節性の平準化が進んでおります。

当事業年度においては第３四半期会計期間の付加価値売上高成長率は回復傾向にあった一方、季節性が減少す

ることにより第４四半期会計期間の付加価値売上高成長率は第３四半期比で鈍化しました。2026年３月期以降も

季節変動による業績の偏りが平準化する傾向が継続し、売上および利益の推移はより緩やかになる見込みです。

（人的資本への投資について）

デジタルテクノロジーの更なる進化や世界的な脱炭素への取組み、および日本の人口減少の影響等を受け、企

業のデジタル投資は一段と加速すると同時にIT／デジタル人材の不足は更に深刻化するものと捉えております。

そのような環境において、当社は引き続き専門スキル育成等への人材投資を通じて、顧客企業への価値創造の源

泉であるDCのスキルの向上ならびに社員エンゲージメントの向上等、人的資本の拡充に取り組み、顧客企業への

DX現場支援を通じ、顧客企業とともに社会変革をリードすることを目指してまいります。
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2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

資本合計比率（％） 53.4 56.7 56.3 51.5 49.3

時価ベースの資本合計比率
（％）

371.9 404.4 152.0 99.7 122.2

キャッシュ・フロー対有利子負
債比率（年）

0.21 0.36 0.47 1.22 0.78

インタレスト・カバレッジ・レ
シオ（倍）

465.7 352.8 173.2 57.8 96.7

(※１)GX（グリーントランスフォーメーション）：化石燃料をできるだけ使わず、クリーンなエネルギーを活用するための変革やその実現に

向けた活動のこと。経済産業省では、「2050年カーボンニュートラルや、2030年の国としての温室効果ガス排出削減目標の達成に向け

た取組みを経済の成長の機会と捉え、排出削減と産業競争力の向上の実現に向けた、経済社会システム全体の変革」と定義。

(※２)PMO（Project Management Office）：企業や各組織のプロジェクトを円滑に進めるために、部署の枠をこえて横断的にプロジェクトマ

ネジメントを統括する部門や体制を指す。プロジェクトを統括し、様々な意思決定を担う立場であるPM（Project Manager）に対し、

PMOはPMが円滑に意思決定できるよう情報収集や関係各所との調整を行い、PMのプロジェクトマネジメントを支援する立場。

(※３)NPS（Net Promoter Score）：顧客が企業の製品やサービスを他の人に薦める意欲を指数で表したもの。サービスに対する顧客企業の

総合的な満足度やロイヤリティを測る指標として利用される。

(※４)脱炭素DX：GHG（Greenhouse Gas＝二酸化炭素やメタンなどの温室効果ガス）排出量を減らしながら経済成長を続ける「デカップリン

グ・モデル」をデジタルテクノロジーの力で実現することを指す。

（２）当期の財政状態の概況

　当事業年度末の資産合計は11,778百万円（前連結会計年度末比251百万円の増加）となりました。これは主とし

て、その他の金融資産が200百万円、その他の流動資産が106百万円減少したものの、現金及び現金同等物が237百万

円、使用権資産が218百万円、繰延税金資産が149百万円増加したことによるものです。

　負債合計は、5,970百万円（前連結会計年度末比377百万円の増加）となりました。これは主として営業債務及びそ

の他の債務が96百万円減少したものの、リース負債が223百万円、未払法人所得税が131百万円、その他の流動負債が

82百万円増加したことによるものです。

　資本合計は、5,808百万円（前連結会計年度末比126百万円の減少）となりました。これは主として、資本剰余金が

368百万円増加したものの、利益剰余金が392百万円、その他の資本の構成要素が103百万円減少したことによるもの

です。

（３）当期のキャッシュ・フローの状況の概況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度末に比べ258百万円

増加（合併に伴う増加20百万円、その他の増加238百万円）し、4,014百万円となりました。当事業年度における各キ

ャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において営業活動の結果獲得した資金は、1,211百万円（前年同期は584百万円の獲得）となりました。

収入の主な内訳は、減価償却費及び償却費590百万円、税引前当期利益472百万円、その他118百万円、法人所得税の

還付額114百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、49百万円（前年同期は100百万円の使用）となりました。収

入の主な内訳は、投資の売却による収入50百万円によるものであり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による

支出61百万円、投資の取得による支出44百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、923百万円（前年同期は1,187百万円の使用）となりました。

支出の主な内訳は、リース負債の返済による支出529百万円、配当金の支払額396百万円によるものであります。

　当社のキャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりです。

資本合計比率　　　　　　　　　　　　　：資本合計／資産合計

時価ベースの資本合計比率　　　　　　　：株式時価総額／資産合計

キャッシュ・フロー対有利子負債比率    ：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ      ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１. 当社の各指標は、2025年３月期から連結子会社を有しないこととなり連結財務諸表を作成していないた

め、2024年３月期までは連結のキャッシュ・フロー関連指標を記載し、2025年３月期より個別のキャッシ

ュ・フロー関連指標を記載しております。

　　　２. 各指標は、いずれも財務諸表数値により算出しております。
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KPI

・新卒１、２年目を除くDCの稼働率

・売上総利益率

・DX人材比率

KPI

・DGT一社あたり付加価値売上高

・年間売上収益１億円以上の取引社数

・DX売上比率

・売上単価

　　　３. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

　　　４. 有利子負債は、財政状態計算書に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。

　　　５. キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

（４）今後の見通し

当社では、社会や企業のDXが進展することでデジタル投資は加速度的に拡大し、企業は高度な専門スキルを有した

DX人材によるサービスやビジネスモデルの確立に向けた組織変革が求められていると捉えております。加えて、気候

変動問題の解決を目指す世界的な潮流を受け、あらゆる企業が利益の創出と社会課題の解決を同時に実現する

CSV（※１）経営へと転換する必要があると考えております。

2026年３月期においても引き続き「中期的な成長に向けた戦略」に基づき、人材育成、サービス／営業、将来への

投資の３つを重要戦略とし、2027年３月期における高収益ならびに高成長事業の確立へ向け、DX現場支援ポジション

への転換加速と現場中心の全員参加型経営の確立を目指してまいります。主要戦略とKPI、今後の見通しにつきまし

ては下記の通りです。

１．DX現場支援ポジションへの転換加速

顧客企業のDX内製化の取組みが大きく進む中で、当社ではプロジェクトの「実行企画・推進」フェーズにおけるサ

ービスにより注力し、以下の人材育成ならびにサービス／営業戦略を推進し、DCが顧客企業専任チームでDXプロジェ

クトの内製化を伴走支援する体制へポジションの転換を加速させてまいります。

①人材育成

PMO人材をはじめ、UXデザイナーやマーケティングDX人材など顧客企業のDXプロジェクトを伴走支援するDX人材

の育成を強化いたします。2027年３月期に全社の90％以上のDCをDX人材として育成することを目指す「SINCA90」

プロジェクトを推進し、専門スキル育成の強化だけでなく案件稼働を見据えたプログラムを展開することで、業

界一、顧客企業の現場改善に伴走できるDX人材を数多く輩出することを目指します。

また、AI活用を全社規模で本格化させ、業務プロセスの抜本的な効率化と生産性向上を追求するとともに、競

争優位性の確立に向けたAIの戦略的な利活用を強力に推進してまいります。

これらにより2026年３月期末においてDX人材の比率を65％に引き上げ、新卒１、２年目を除くDCの平均稼働率

85％以上を目指してまいります。

②サービス／営業

４つの事業領域ごとに目指すサービスポートフォリオを設計し、専門カンパニーを中心としたDX領域のサービ

スをクロスセルし、Web運用領域が中心である顧客企業へのサービスを進化させることで、顧客企業からの高い支

持獲得と取引規模の拡大につなげます。

DXプロジェクト領域を拡大するため、①で育成したPMO人材の提供およびPMOサービスを拡充します。

主要顧客に対しては事業領域を跨いだアカウントマネジメントを強化することでDX領域の拡張を更に加速さ

せ、顧客企業一社あたり売上収益を最大化し年間売上収益１億円以上を基準とする大口取引社数を増加させてま

いります。

これらの取組みにより、2026年３月期末において全社の付加価値売上高に占めるDX領域の比率55％（2025年３

月期末実績41.5％）、新卒１、２年目を除くDCの売上単価を前期比10％向上させることを目指してまいります。

２．将来への投資

当社のミッションおよびビジョンの実現に向けて、脱炭素DXを軸として、関連する複数のサービスを展開し事業基

盤を構築することで、顧客企業のサステナブル経営の基盤確立を支援してまいります。そのために、2027年３月期に

おいて脱炭素DX人材1,000名の育成・輩出を目指し、GXリテラシーとデジタルスキルを兼ね備えた脱炭素DX人材の育

成を推進いたします。
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KPI
・社員エンゲージメントスコア

・NPS

顧客企業のDX現場支援におけるチームマネジメント、およびチームビジョンやDC個人のビジョンを軸にアカウント

マネジメントやチーム運営を行う現場中心の全員参加型経営の在り方を確立し、挑戦的な文化と社員の幸せを追求い

たします。DCの多様なキャリア形成を支援し報酬の引き上げを目指すとともに、当社が掲げる全員参加型経営を推進

することで離職率の改善および社員エンゲージメントの向上を図ります。

これらにより、2026年３月期における社員エンゲージメントスコアを前回比0.1ポイント改善、顧客企業NPSの前期

比２ポイント改善を目指してまいります。

これらの方針・取組みを着実に実行することにより、2026年３月期の業績予想は売上収益24,318百万円（前期比

8.9％増）、営業利益1,214百万円（前期比146.2％増）、税引前利益1,194百万円（前期比152.5％増）、当期利益800百

万円（前期比128.7％増）を見込んでおります。

また、2027年３月期における付加価値売上高成長率の引き上げ、ならびに営業利益率目標10％の達成を目指してま

いります。

(※１)CSV（Creating Shared Value＝共通価値の創造）：社会的課題の解決と企業の利益、競争力向上を同時に実現させ、社会と企業の両方

に価値を生み出す経営概念。企業の競争戦略論の世界的第一人者として知られる米ハーバード大学のマイケル・ポーター教授が米ハ

ーバード・ビジネス・レビュー誌の2011年1月・2月合併号（日本語版はダイヤモンド社「DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー」

2011年6月号）に寄稿した論文で提唱した概念。

(５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元の充実と更なる企業価値の向上を図る観点から、長期的な利益成長に向けた新た

な事業投資及び業容の拡大に備えるための内部留保を行うとともに、経営成績の伸長に見合った成果の配分や配当金

額の継続的な増額を基本方針とし、中期的には資本配当率（DOE）は５％程度を目標としております。2025年３月期

につきましては、１株当たり32円00銭（前期より１円00銭増配）の期末配当を予定しております。

なお、2026年３月期の期末配当は、DOE及び配当性向を総合的に勘案し、33円00銭とする予定であります。

(６）事業等のリスク

当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には

主として以下のようなものがあります。なお、本項において将来に関する事項は別段の記載がない限り決算短信発表

日現在において当社が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

①当社の事業を取り巻く環境について

当社は、Web運用やデジタルビジネスにおけるコンサルティング・プランニング・プロジェクトマネジメント、イ

ンターネット広告代理における付帯業務等、付加価値の高いサービスの提供を強みとしております。しかし、DX領域

およびインターネット関連業界は参入障壁が低く、技術進歩のスピードが速いことから、今後の新規参入、新技術・

サービスの出現等によって当社の強みが消失し、当社主力業務の規模縮小、価格競争の激化等の可能性があります。

また、一般に広告市場は景気の動向に左右されやすい傾向があります。インターネット広告は他の広告に比して成

長市場ではありますが、景気動向により成長率が鈍化する可能性があります。したがって、わが国経済の景気変動が

当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②AI（人工知能）等の拡大について

生成AIをはじめとするAI（人工知能）技術のビジネスへの活用の進展が注目され拡大を続けており、新技術を活用

した新サービスの導入が社会全般で進んでおります。今後、AI（人工知能）技術の活用により、ビジネス領域を中心

として単純作業等の自動化は進展する可能性があるものの、AI（人工知能）技術の導入だけでなく、運用領域におい

てその技術を活用し成果を創出するデジタルクリエイターへの需要は今後も拡大すると考えております。

当社ではこういった技術革新に対応すべく、技術動向の注視、情報収集、デジタルクリエイターの教育、新技術の

習得等のスキルの向上に努めております。しかしながら、革新的な新技術、代替技術の登場等、当社の想定を超えて

AI（人工知能）に関する技術革新が急激に進んだ場合、当社のサービスの強みが消失し、経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

③新規事業等に伴う業績推移について

当社は、新規事業等を積極的に展開してまいりましたが、必ずしも全ての新規事業が計画どおりの成果をあげたわ

けではございません。当社は今後も事業内容を陳腐化させないよう、DX領域の業務に軸足を置いたうえで新規事業の

展開を積極的に進めていく予定でありますが、新規事業の開始後、社会のニーズに合致しないこととなる場合もあり
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前連結会計年度（2023年４月１日　至　2024年３月31日）

第２四半期累計 通期

売上収益（千円）

（構成比）

9,616,516

（47.0％）

20,467,084

（100％）

営業利益（△は損失）（千円）

（構成比）

△551,106

（－）

41,722

（100％）

当期利益（△は損失）（千円）

（構成比）

△398,640

（－）

126,515

（100％）

当事業年度（2024年４月１日　至　2025年３月31日）

第２四半期累計 通期

売上収益（千円）

（構成比）

10,384,424

（46.5％）

22,329,565

（100％）

営業利益（△は損失）（千円）

（構成比）

△479,686

（－）

493,142

（100％）

当期利益（△は損失）（千円）

（構成比）

△321,809

（－）

349,824

（100％）

えます。その場合には投資額の回収が困難となり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

④売上及び利益計上の季節性について

DX領域の拡大等の売上構成比の変化により、改善傾向にあるものの、当社は顧客企業からWebサイト制作業務、広

告代理業務等を受託する受注型の業務の影響により、第２四半期末・年度決算期末の９月、３月に納品が集中し、売

上収益が大きくなる傾向にあります。また、優秀なデジタルクリエイターの確保を目的として、計画的に多数の新卒

人材の採用・育成を行っており、期初に販管費が先行して増える傾向にあります。新卒社員のスキル・生産性の向上

による稼働率の増加とともに、受注高が期末にかけて高まる事業形態であることから、利益額は年度決算期末にかけ

て増加する傾向にあります。

前連結会計年度及び当事業年度の業績変動の状況は以下のとおりであります。

（注）当社は2024年11月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式会社メンバーズエナジーを吸収合併

したことに伴い非連結決算に移行しました。そのため、当事業年度（通期）は組織再編後のIFRS個別決算の数値、前

連結会計年度および当事業年度（第２四半期累計）は組織再編前の従来のIFRS連結決算の数値を掲載しております。

⑤広告業界の取引慣行について

広告業界の取引慣行として、広告会社は、自己の名と責任でメディア会社等と取引を行うこととなっており、その

ことはインターネット広告業界においても変わりはありません。したがって、当社は、広告主が倒産等により広告料

を支払うことが不能となった場合でも、メディア会社等に対しては広告料の支払義務を負うこととなり、広告主の信

用リスクを負担しております。当社は当該信用リスクを極小化させるために、一定の信用力のある優良企業と取引す

ることが通常ではありますが、当該リスクはなお残ります。

また、広告業界の取引慣行として、一般に、インターネット広告を含めた広告取引に係る契約について契約書その

他の書面が取り交わされることは少ないといえます。これは、広告取引においては取引当事者の信頼関係を基礎とし

て迅速かつ柔軟に契約の締結・変更に対応する必要性が高いためですが、反面、取引当事者の合意事項について齟齬

が生じてトラブルに発展するリスクがあります。当社は、このリスクを可及的に回避するために、広告取引に当たっ

て顧客企業に発注書の提出を要請するなど契約内容を書面で残す努力を行っておりますが、顧客企業によっては発注

書の提出要請に応じない場合もあります。したがって、書面化されていない広告取引に係る契約の成立又は内容につ

いてトラブルが発生し、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥外注の活用について

当社では、専門業務分野ごとに特定のパートナー企業を選定し、相互協力してサービスを提供しております。その

場合、そのパートナー企業に不測の事態が生じ又は市場の逼迫等によりパートナー企業への発注費用が上昇すると、

当社の事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社は、パートナー企業の選定を、その業績、業界での評判、従前の当社との取引関係等を勘案して慎重に

行っており、これに加えて、パートナー企業選定後も、パートナー企業の業務運営の監督及びその提供する成果物の

検収、品質レベル評価を厳正に行っております。しかし、パートナー企業の提供する成果物に隠れたる瑕疵が存在す

る可能性がないとはいえず、当該瑕疵により当社の顧客企業が損害を蒙った場合、当社に対する損害賠償の請求その

他の責任追及又は当社の社会的信用の失墜等によって当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑦システムトラブルについて

当社の業務はコンピューターシステムに依存しており、またインターネット回線を通じての顧客企業との取引もあ

ることから、ほぼ全てのサーバーをデータセンターへ設置し、オフィスの選定に関してもシステム保守・保全の点を

重視するなどの対策を講じております。しかしながら、想定を超えたシステム障害、自然災害、サイバー攻撃、テロ

等によりコンピューターシステムが停止し、又はインターネット回線の接続が不能となった場合、当社の業務の遂行

に支障を来すリスクがあり、当該リスクが顕在化すると、機会損失の発生、代金の返還、損害賠償の支払、社会的信

用の失墜等によって当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑧情報セキュリティ及び個人情報保護について

当社は、システム上の瑕疵、コンピューターウイルス、不正アクセス等に起因するシステム障害、情報の流出・漏

洩・改竄等のリスクを未然に防止して情報セキュリティを確保することにより、顧客企業の機密情報及び個人情報を

適切に保護することが、当社に対する顧客企業の信用の根幹をなすものであり、経営上の最重要課題であると考えて

おります。そのため、当社は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会が付与適格しているプライバシーマークおよ

び情報セキュリティマネジメントシステム「ISO/IEC27001（JISQ27001）」を取得し、これらの管理手法に基づく情報

の適正管理を継続的に行うことにより情報セキュリティ体制を構築・運営しております。しかしながら、こうした対

策を講じていても、情報セキュリティ体制に完全はなく、何らかの要因からこれらの問題が発生した場合には、顧客

企業の機密情報又は個人情報の漏洩、改竄、不正使用等が生じる余地が考えられ、その場合、当社に対する損害賠償

の請求その他の責任追及や当社の社会的信用の失墜等によって当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑨法的規制について

ⅰインターネット広告に関する規制

現在のところ、当社の事業の阻害要因となる直接的な法規制又はインターネット広告業界の自主規制はありませ

ん。しかし、インターネット取引が普及する一方で、インターネット広告を悪用した犯罪が頻発する等、社会情勢が

大きく変化すると、インターネット広告事業等に係る法規制又はインターネット広告業界の自主規制が強化される可

能性があります。現時点でその規制内容を予測することは困難ではありますが、その内容如何によっては、当社の事

業展開に重大な影響を及ぼすおそれがあります。

また、広告主を規制する法律としては、不当景品類及び不当表示防止法、特定商取引に関する法律等があります。

広告主がこれらの法律に違反しても直ちに広告代理事業者の広告取引が違法となるわけではありませんが、広告代理

事業者である当社の行為が広告主の違法行為を助長するものとして損害賠償の対象となり又は当社の社会的評判が失

墜するリスクがあります。当社は、一定の信用力のある広告主とのみ広告取引を行い、風俗営業に係る広告取引を行

わないことを基本方針としており、違法な広告の掲載に関与しないための防止策をとっておりますが、上記リスクが

顕在化する余地がないとはいえません。

また、当社は既述のように、サービス提供に当たって外注業者等と相互協力しておりますが、当社が小規模事業者

を外注先として選定して取引する場合、当社がその相対的な優越的地位を濫用して代金支払の遅延等を行うと、下請

代金支払遅延等防止法に違反するものとして、公正取引委員会からその是正を勧告され又は原状回復措置を求められ

るリスクがあります。当社では現在までこうしたリスクが顕在化した例はなく、また、顕在化しないように契約管理

をしておりますが、当該リスクが完全にないとはいえません。

ⅱ派遣サービスに関する規制

当社において提供する人材派遣ビジネスは、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律」（労働者派遣法）に基づいた一般労働者派遣事業として厚生労働大臣の許可を受けてサービス提供を行って

います。

労働者派遣法では、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、当社が一般労働者派遣事業主としての欠格事

由（労働者派遣法第６条）、及び、当該事業許可の取消事由（同法第14条）に該当した場合には、厚生労働大臣が事

業許可の取消、業務の停止を命じることができる旨を定めております。

現時点において認識している限りでは、当社はこれらの法令に定める欠格事由及び取消事由に該当する事実はあり
ません。しかしながら将来、何らかの理由により許可の取消等が発生した場合には、当社のサービス運営に多大な支
障を来すとともに、業績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。

⑩知的財産権について

当社は、第三者の特許権、著作権等の知的財産権を侵害することのないように、システム開発、Webサイト制作等

の業務を行っておりますが、当社開発物・制作物の全てにつき特許権等の侵害の有無を厳密に調査することは不可能

であり、当該開発物・制作物が第三者の知的財産権を侵害していない保証はありません。万一、当社が第三者の知的

財産権を侵害した場合には、当該開発物・制作物の使用の差止請求、損害賠償請求、使用許諾料の支払請求等によ

り、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑪新たな会計制度や税制等の変更について

当社は、税務方針を定め、わが国の会計制度および税法に準拠して税額計算し、適正な形で納税を行っておりま

す。

しかしながら予期しない会計基準や税制の新たな導入・変更により、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。また、税制等の改正や税務申告における税務当局との見解の相違により、当社に予想以上の税負担が

生じる可能性があります。

⑫のれんの減損損失のリスクについて

当社は、事業の成長加速のためＭ＆Ａも必要に応じて実施しております。その結果、のれんを有しております。

のれんについて、少なくとも年に一度、あるいは減損の兆候が認められる場合はより頻繁に減損テストを行ってお

ります。かかるテストの結果、これらの資産が十分な将来キャッシュ・フローを生み出さない場合は、減損損失を認

識する必要性が生じます。多額の減損損失を認識した場合、当社の財政状態及び業績に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。

⑬人材の確保、育成及び労務について

当社が、参入障壁が低く技術進歩のスピードが速いDX領域およびインターネット業界において、高付加価値のサー

ビスの提供を継続し拡大するためには、高度な専門知識・能力を有する人材の確保・育成が最重要課題であります。

しかし、DX領域およびインターネット業界は比較的新しくかつ急成長している業界であることから人材の裾野は狭

く、また、昨今のDX領域を中心とした技術者に対する需要の高まりから優秀な人材の採用が困難となっております。

当社では、新卒の採用・教育や優秀な人材の中途採用、社員の離職率の抑制に取組むとともに、地方拠点での採用

やグローバル採用も行っておりますが、日本国内の人口減少や少子高齢化の一層の加速に伴う人材確保の難航、事業

拡大の速度に比して中途採用の確保、新卒採用者の戦力化が遅れる場合、又は採用・育成した社員の離職率が高い場

合等には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社では諸規程の整備及び運用など適宜、内部管理体制及び教育制度等を整備しております。適切な内部統

制システムの整備及び運用については、事業展開の状況に応じて徹底を図っており、内部通報制度の整備、リスク・

コンプライアンス委員会の設置等、不法行為の防止およびコンプライアンスの遵守に取り組んでおります。しかしな

がら、当社及び役職員の瑕疵に関わらず、役職員間で予期せぬトラブルが発生し、当社の経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

⑭人的資本の拡充に伴うマネジメント人材の育成について

当社のビジネスモデルは、デジタル人材による労働集約型のプロフェッショナルサービスを主体としているため、

多くの人材を採用し、当社の成長ドライバーである人的資本を拡充してまいりました。

さらなる企業価値の向上および組織力の充実のため、採用した人材の育成に加えて、マネジメント人材の育成が重

要な課題と認識しております。マネジメント人材の育成が円滑に進展しない場合、また、既存のマネジメント人材の

過度な流出があった場合は、当社の事業運営に重要な影響を与え、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

人的資本の価値を向上させるためには、人的資本のみならず、人材が置かれる環境、すなわち、組織資本の最大化

が必須であると考えております。当社は有価証券報告書において開示している人的資本ストーリーに基づき、マネジ

メント人材の育成、採用および定着に努めております。

⑮配当政策について

当社は、株主の皆様への利益還元の充実とさらなる企業価値の向上を図る観点から、長期的な利益成長に向けた新

たな事業投資及び業容の拡大に備えるための内部留保を行うとともに、経営成績の伸長に見合った成果の配分や配当

金額の継続的な増額を基本方針とし、中期的には資本配当率（DOE）は５％程度を目標としております。しかしなが

ら、将来の経営成績、財政状態等によっては、株主への配当等による利益還元が困難となる場合があります。

⑯新株予約権について

当社は、長期的な企業価値の向上に対する役員及び社員等の士気を高める目的等のため、新株予約権を発行してお

ります。現在発行し又は今後発行する新株予約権が行使された場合、発行済株式総数が増加し、１株当たりの株式価

値が希薄化する可能性があり、この株式価値の希薄化が株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

⑰自然災害等について

当社は既述のように、サーバーのデータセンター設置やオフィス選定において災害・事故への対策を講じており、

伝染病・感染症の世界的流行（パンデミック）、地震・洪水等の大規模災害、テロ等の犯罪行為、情報システムの機

能不全等によって業務遂行が阻害されるような事態が生じた場合であっても、その影響を最小限に抑えるべく、テレ

ワーク・在宅勤務制度の拡充および事業継続計画（BCP）の整備を行っています。

しかしながら、想定を超える自然災害等が発生した場合は、オフィス、設備、人的被害も含め甚大な損失が生じる

可能性があり、当社における全ての事業又は一部の事業が一時的又は中長期的に中断され、当社の経営成績に影響を
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及ぼす可能性があります。

また、災害による停電や電力制限、計画停電等により電力供給が十分得られなかった場合、当社の事業活動やサー

ビスの提供が停止し、当社の経営成績等に大きな影響を与える可能性があります。

なお、当社が直接被災しない場合であっても、自然災害等に起因する世界経済の減速、顧客企業、協力会社の被

災、災害等に起因する個人消費の落込みや企業の広告自粛により、企業の広告宣伝費及び販売促進費等の抑制につな

がる可能性があり、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑱気候変動に係るリスクについて

当社は、従来型のマーケティング活動がもたらしたとも言える社会課題「地球温暖化および気候変動による環境

変化」に着目し、解決に取り組むことを宣言しています。また、当社は2021年４月に「気候関連財務情報開示タス

クフォース(TCFD)」の最終提言に賛同し、TCFDコンソーシアムに加入しました。TCFD提言に沿い、気候変動による

事業へのリスクと機会を特定するシナリオ分析を実施し、リスクの把握・分析と管理の強化、およびそれらの適切

な情報開示に努めています。

　シナリオ分析による定性評価の結果、気候変動により当社の業務遂行および財政状態及び経営成績に中～甚大な

損害を与える可能性があると特定したリスクは以下のとおりです。

＜新たな規制リスク＞省エネ政策の強化等による対応コストの増加

＜市場リスク＞（1）電力調達の不確実性／（2）電力の環境価値証書の価格高騰　電力調達および証書の調達コス

トの増加

＜緊急性の物理リスク＞台風や洪水などの異常気象の重大性と頻度の上昇による業務遂行およびコストの増加

＜慢性の物理リスク＞酷暑日の増加による電力需要のひっ迫に伴う空調費用等のコスト増加、海面上昇による業務

遂行への影響

＜その他リスク＞水資源・食料・エネルギー資源の競合、地政学的な紛争等を要因とする景気減退による影響

なお、当社は上記のとおりリスクの把握・評価や情報開示の拡充に取り組み、その対応に努めておりますが、気

候変動等に関する各国の政策及び法規制等が予測を超えて厳格化された場合や、想定以上に気候変動が進行した場

合、当社の財政状態及び経営成績にさらなる影響を及ぼす可能性があります。

※TCFDに基づく情報開示につきましては、別途下記サイトに詳細を記載しております。

＜https://www.members.co.jp/sustainability/tcfd/＞

⑲大規模プロジェクトに関するリスクについて

当社では、顧客企業との取引にあたり大規模なシステム開発等のプロジェクトを受注する場合があり、大規模な

プロジェクトには高いプロジェクトマネジメントスキルおよびその強化が不可欠であると当社は認識しておりま

す。しかしながら大規模プロジェクトを担えるプロジェクトマネージャーが市場全般において不足している現状に

加え、顧客企業との工数・仕様に関する認識のギャップを含めた当初見積からの乖離、その差異による追加コスト

の発生や予見できないトラブルの発生、仕様変更等を含む種々の要因による納期の変更が発生し、中小規模のプロ

ジェクトに比べて期間の売上及び利益に大きな影響を与えると同時に、人員の追加等により大きな機会損失が発生

し、その結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

このようなリスクに対し、当社は受注前の見積段階における複数の監査体制、専門の監査部門における工数等の

チェック、アジャイル型開発への移行、納期が長期に渡る案件の受注を控え短期的な納期とすることでチェック機

能を強化する等の対策を講じております。

また、業績、財務状況に影響を及ぼす可能性が高い一定の大規模プロジェクトの受注に際し、グループ経営会議

でモニタリングを行うことでリスクの低減に努めております。

⑳大口取引先の変動リスクについて

当社は各事業における大口取引先が存在しますが、現時点で売上収益の割合が10％を超える取引先はございませ

ん。しかしながら、経済情勢などの変化、取引先の事業方針及びデジタル投資等の計画の変更など、何らかの理由

により大口取引先との取引が終了または大幅に縮小した場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

当社は、大口取引先との関係を継続するために、顧客ニーズの把握、技術動向の注視、情報収集、デジタル人材

の教育、新技術の習得等の提供価値の向上に努めております。また、定期的な顧客満足度調査を通じ顧客企業との

信頼関係の維持に努めると同時に、新規顧客開拓により顧客基盤の拡大に努めております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性の向上を目的に、2018年３月期より、IFRSを適用して

おります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 3,776,990 4,014,913

営業債権及びその他の債権 3,847,649 3,790,760

棚卸資産 38,897 35,187

その他の金融資産 2,496 -

その他の流動資産 299,828 193,283

流動資産合計 7,965,861 8,034,144

非流動資産

有形固定資産 325,710 334,564

使用権資産 950,275 1,168,626

のれん 116,115 116,115

無形資産 7,681 13,878

その他の金融資産 1,739,644 1,541,511

繰延税金資産 419,105 568,628

その他の非流動資産 2,692 880

非流動資産合計 3,561,225 3,744,205

資産合計 11,527,087 11,778,350

３．国際会計基準による財務諸表及び主な注記

（１）財政状態計算書
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

負債及び資本

負債

流動負債

リース負債 439,620 541,115

営業債務及びその他の債務 1,119,772 1,023,006

未払法人所得税 96,825 228,774

契約負債 4,816 19,555

その他の流動負債 3,427,062 3,509,634

流動負債合計 5,088,097 5,322,087

非流動負債

リース負債 276,211 398,639

引当金 228,069 249,306

非流動負債合計 504,280 647,946

負債合計 5,592,377 5,970,033

資本

資本金 1,057,867 1,057,867

資本剰余金 393,069 761,913

自己株式 △698,155 △698,155

その他の資本の構成要素 160,985 57,802

利益剰余金 5,020,941 4,628,888

資本合計 5,934,709 5,808,317

負債及び資本合計 11,527,087 11,778,350
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

売上収益 20,467,084 22,329,565

売上原価 16,175,012 17,657,769

売上総利益 4,292,071 4,671,796

販売費及び一般管理費 4,263,688 4,168,652

その他の収益 29,137 10,028

その他の費用 15,798 20,029

営業利益 41,722 493,142

金融収益 109,539 18,247

金融費用 14,620 38,499

税引前利益 136,641 472,891

法人所得税費用 10,125 123,066

当期利益 126,515 349,824

１株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益（円） 9.71 27.40

希薄化後１株当たり当期利益（円） 9.71 27.38

（２）損益計算書及び包括利益計算書

（損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当期利益 126,515 349,824

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
149,671 △105,503

純損益に振り替えられることのない項目合計 149,671 △105,503

税引後その他の包括利益 149,671 △105,503

当期包括利益合計 276,186 244,321

（包括利益計算書）
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(単位：千円）

資本金 資本剰余金 自己株式
その他の資本
の構成要素

利益剰余金 資本合計

2023年４月１日現在 1,017,504 342,670 △300,140 30,845 5,275,424 6,366,305

当期利益 － － － － 126,515 126,515

その他の包括利益 － － － 149,671 － 149,671

当期包括利益合計 － － － 149,671 126,515 276,186

新株予約権の行使 40,363 40,363 － △8,140 － 72,586

株式報酬取引 － 9,119 － － － 9,119

新株予約権の発行 － － － 195 － 195

新株予約権の失効 － － － △11,587 11,587 －

自己株式の取得 － － △399,985 － － △399,985

自己株式の処分 － 917 1,970 － － 2,887

配当金 － － － － △392,585 △392,585

所有者との取引額合計 40,363 50,399 △398,014 △19,531 △380,998 △707,781

2024年３月31日現在 1,057,867 393,069 △698,155 160,985 5,020,941 5,934,709

（３）持分変動計算書

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
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(単位：千円）

資本金 資本剰余金 自己株式
その他の資本
の構成要素

利益剰余金 資本合計

2024年４月１日現在 1,057,867 749,626 △698,155 160,985 4,674,806 5,945,130

当期利益 - - - - 349,824 349,824

その他の包括利益 - - - △105,503 - △105,503

当期包括利益合計 - - - △105,503 349,824 244,321

株式報酬取引 - 12,287 - - - 12,287

新株予約権の発行 - - - 2,359 - 2,359

配当金 - - - - △395,782 △395,782

利益剰余金への振替 - - - △39 39 -

所有者との取引額合計 - 12,287 - 2,319 △395,742 △381,135

2025年３月31日現在 1,057,867 761,913 △698,155 57,802 4,628,888 5,808,317

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 136,641 472,891

減価償却費及び償却費 522,982 590,870

減損損失 5,228 -

金融収益 △109,539 △18,247

金融費用 14,620 38,499

棚卸資産の増減額 29,650 3,710

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △521,855 71,664

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） △81,285 △85,696

その他 945,533 118,273

小計 941,975 1,191,964

利息及び配当金の受取額 37 1,633

助成金の受取額 - 638

保険金の受取額 3,091 -

補償金の受取額 - 1,400

利息の支払額 △10,113 △12,521

法人所得税の支払額 △350,054 △86,445

法人所得税の還付額 36 114,683

営業活動によるキャッシュ・フロー 584,972 1,211,351

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23,668 △61,143

無形資産の取得による支出 - △8,918

投資の取得による支出 △22,514 △44,585

投資の売却による収入 26,271 50,348

敷金及び保証金の差入による支出 △87,119 △12,519

敷金及び保証金の回収による収入 7,000 30,293

その他 - △3,139

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,030 △49,664

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース負債の返済による支出 △467,015 △529,413

新株予約権の発行による収入 195 2,359

新株予約権の行使による収入 72,585 -

自己株式の取得による支出 △401,826 -

配当金の支払額 △391,858 △396,567

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,187,918 △923,620

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △702,976 238,066

現金及び現金同等物の期首残高 4,479,967 3,756,620

合併に伴う現金及び現金同等物の増加 - 20,225

現金及び現金同等物の期末残高 3,776,990 4,014,913

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

　当社は、ネットビジネス支援事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当期利益（千円） 126,515 349,824

当期利益調整額（千円） － －

希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益

（千円）
126,515 349,824

加重平均普通株式数（株） 13,028,540 12,766,846

普通株式増加数

新株予約権（株） 1,569 8,935

希薄化後の加重平均普通株式数（株） 13,030,109 12,775,781

基本的１株当たり当期利益（円） 9.71 27.40

希薄化後１株当たり当期利益（円） 9.71 27.38

希薄化効果を有しないために計算に含めなかった潜在株

式の概要

第16回新株予約権

（普通株式57,300株）

第17回新株予約権

（普通株式59,200株）

第19回新株予約権

（普通株式195,950株）

第17回新株予約権

（普通株式58,800株）

第19回新株予約権

（普通株式195,950株）

（１株当たり情報）

　基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,756,620 4,010,666

受取手形 6,686 3,709

売掛金 3,841,175 3,787,457

仕掛品 38,897 35,187

前払費用 222,649 196,377

その他 122,733 41,376

貸倒引当金 △442 △406

流動資産合計 7,988,322 8,074,369

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 283,169 299,191

機械及び装置（純額） － 17,538

工具、器具及び備品（純額） 23,263 17,177

リース資産（純額） 139,108 166,776

その他（純額） 186,917 198,832

有形固定資産合計 632,458 699,517

無形固定資産

ソフトウエア 3,643 10,417

商標権 2,422 1,893

施設利用権 － 1,041

その他 525 525

無形固定資産合計 6,590 13,878

投資その他の資産

投資有価証券 1,025,936 1,065,060

関係会社株式 50,000 －

出資金 107,954 100,713

長期前払費用 7,239 1,160

繰延税金資産 401,329 459,387

敷金及び保証金 393,511 375,737

投資その他の資産 1,985,971 2,002,059

固定資産合計 2,625,020 2,715,455

資産合計 10,613,342 10,789,824

４．参考資料

（１）貸借対照表（日本基準）
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(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 804,638 756,677

リース債務 38,738 55,147

未払金 1,788,495 1,688,663

未払法人税等 96,628 228,774

未払消費税等 451,302 475,122

前受金 4,816 19,555

預り金 226,558 100,915

賞与引当金 1,009,331 1,171,115

資産除去債務 3,138 －

その他 5,206 4,933

流動負債合計 4,428,856 4,500,906

固定負債

リース債務 94,175 116,155

資産除去債務 224,930 249,306

固定負債合計 319,105 365,462

負債合計 4,747,961 4,866,369

純資産の部

株主資本

資本金 1,077,285 1,077,285

資本剰余金

資本準備金 707,748 707,748

その他資本剰余金 78,131 78,131

資本剰余金合計 785,879 785,879

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 4,599,879 4,625,094

利益剰余金合計 4,599,879 4,625,094

自己株式 △698,155 △698,155

株主資本合計 5,764,889 5,790,104

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 69,110 99,594

評価・換算差額等合計 69,110 99,594

新株予約権 31,380 33,755

純資産合計 5,865,381 5,923,455

負債純資産合計 10,613,342 10,789,824
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

売上高 20,464,261 22,329,565

売上原価 16,144,042 17,595,463

売上総利益 4,320,219 4,734,102

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,726,016 1,786,684

貸倒引当金繰入額 19 △36

賞与引当金繰入額 147,539 225,567

支払手数料 309,677 336,344

減価償却費 11,331 13,398

その他 2,052,162 1,782,028

販売費及び一般管理費合計 4,246,746 4,143,987

営業利益 73,472 590,115

営業外収益

受取利息及び受取配当金 37 1,633

投資有価証券売却益 3,112 16,614

受取手数料 1,145 －

受取保険金 3,091 －

違約金収入 1,560 －

その他 975 3,903

営業外収益合計 9,922 22,151

営業外費用

支払利息 4,899 6,203

投資事業組合運用損 4,082 3,778

雑損失 6,769 2,213

その他 3,682 1,584

営業外費用合計 19,433 13,779

経常利益 63,961 598,487

特別利益

新株予約権戻入益 41,922 －

投資有価証券売却益 － 39

特別利益合計 41,922 39

特別損失

固定資産除却損 － 476

抱合せ株式消滅差損 － 10,421

その他 － 1,202

特別損失合計 － 12,099

税引前当期純利益 105,884 586,428

法人税、住民税及び事業税 108,699 218,975

法人税等調整額 △94,914 △53,545

法人税等合計 13,784 165,430

当期純利益 92,100 420,997

（２）損益計算書（日本基準）
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